
改正精神保健福祉法について

埼玉県精神保健福祉士協会

濱谷翼
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今回の改正までの経緯
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出典：厚生労働省HP 3



出典：厚生労働省HP 4



出典：厚生労働省HP 5



平成２９年９月２８日に衆議院解散

精神保健福祉法改正案が廃案

平成３０年３月２７日

「措置入院の運用に関するガイドライン」について、が発出
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出典：厚生労働省HP 7



「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」が
成立、令和４年１２月１６日に公布
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出典：厚生労働省HP 9



令和５年度施行分について
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出典：厚生労働省HP 11



法第一条（目的）

この法律は、精神障害者の医療障害者基本法の基本的な理念にのっとり、精神障
害者の権利の擁護を図りつつ、その医療及び保護を行い、障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援するための法律と相まってその社会復帰の
促進及びその自立と社会経済活動への参加の促進のために必要な援助を行
い、並びにその発生の予防その他国民の精神的健康の保持及び増進に努め
ることによって、精神障害者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図
ることを目的とする。
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法第五条（定義）

この法律で、「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性
中毒またはその依存症、知的障害、精神病質（削除）その他の精神疾患を有する者
をいう。

（新設）※改正前は第三十三条第二項

２ この法律で「家族等」とは、精神障害者の配偶者、親権を行う者、扶
養義務者及び後見人又は保佐人をいう。ただし、次の各号のいずれかに該
当する者を除く。
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法第五条（定義）←続き

２ この法律で「家族等」とは、精神障害者の配偶者、親権を行う者、扶養義務者及び後見人又は保佐人を
いう。ただし、次の各号のいずれかに該当する者を除く。

一 行方の知れない者
二 当該精神障害者に対して訴訟をしている者又はした者並びにその配偶者及び直系血族

三 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人

四 当該精神障害者に対して配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
第一条第一項に規定する身体に対する暴力等を行った配偶者その他の当該精神障害者の
入院及び処遇についての意思表示を求めることが適切でないものとして厚生労働省令で
定めるもの

五 心身の故障により※略 同意又は不同意の当該精神障害者の入院及び処遇についての意思表示を適
切に行うことができない者として厚生労働省令で定める者

六 未成年
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昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第一条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号。以下「法」という。）第五条第二項第四号の厚生労働省令で定める者は、
次のとおりとする。

一 当該精神障害者に対して児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第二条に規定する児童虐 待を行つた者

二 当該精神障害者に対して配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一 号）第一条第一項に規定する身体に
対する暴力等を行つた配偶者

三 当該精神障害者に対して高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七年法律第百二十四号）第二条第三項に規定す
る高齢者虐待を行つた者

四 当該精神障害者に対して障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成二十三年法律第七十九号）第二条第二項に規定す
る障害者虐待を行つた者

五 その他前各号に準ずる者

第一条の二 法第五条第二項第五号の厚生労働省令で定める者は、精神の機能の障害により当該精神障害者の入院及び処遇についての意
思表示を適切に行うに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。
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法第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

精神科病院の管理者は、次に掲げる者について、家族等のうちいずれかの者の同意があるときは、本人
の同意がなくてもその者を入院させることができる。

一 指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、医療及び保護のため入院の必要がある者で
あって当該精神障害のために任意入院が行われる状態にないと判定されたもの

※略

第２項 ※市町村長同意に関すること

第６項 （新設）市町村長は、医療保護入院に関する同意に基づく事務に関し、関

係行政機関又は関係地方公共団体に対し、必要な事項を照会することができる
（※令和６年度施行から第７項に移項）
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改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

出典：厚生労働省HP 17



改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

Q：「相当の事情」の具体的にどのようなことが想定されるか。

A：虐待通報がされた家族等について、医療保護入院時等においては、当該患者への虐待の
疑いがなく、当該患者との良好な関係性が認められると精神科病院が判断している場合
等を想定しています。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答）

出典：厚生労働省HP
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令和６年度施行分について
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出典：厚生労働省HP 20



出典：厚生労働省HP
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出典：厚生労働省HP 22



出典：厚生労働省HP 23



出典：厚生労働省HP
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出典：厚生労働省HP
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家族等の同意に関する基本的な考え方

１．医療保護入院は、本人の同意を得ることなく入院させる制度であることから、 その運用には格別の
慎重さが求められる。本人の同意が求められる状態である場 合には、可能な限り、本人に対して入
院医療の必要性等について十分な説明を行 い、その同意を得て、任意入院となるように努めなけれ
ばならない

２．また、医療保護入院においては、その診察の際に付き添う家族等が、通例、当該精神障害者を身近
で支える家族等であると考えられることから、精神科病院の 管理者(以下「管理者」という。)は、
原則として、診察の際に患者に付き添う家 族等に対して入院医療の必要性等について十分な説明を
行い、当該家族等から同意を得ることが適当である。

厚生労働省 障精発1127第6号「医療保護入院における家族等の同意に関する運用について」から抜粋 26



法第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

精神科病院の管理者は、次に掲げる者について、その家族等のうちいずれかの者の同意があるときは、本人の同意
がなくても、六月以内で厚生労働省令で定める期間の範囲内の期間を定め、その者を入院させることができる。

（※略）

※当該医療保護入院から六月を経過するまでの間は三月とし、六月を経過した後は六月とする

（厚生労働省令第百四十四号 第十五条の六）

第２項

精神科病院の管理者は、前項第一号に掲げる者（指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、医療及び保護のため入院の必要がある者であ

つて当該精神障害のために任意入院が行われる状態にないと判定されたもの）についてその家族等がない場合又はその家族等の全員がその意
思を表示することができず、若しくは同項の規定による同意若しくは不同意の意思表示を行わない場合において、
その者の居住地（居住地がないか、又は明らかでないときは、その者の現在地（※略））を管轄する市町村長（※略）の同意があるときは、
本人の同意がなくても、六月以内で厚生労働省令で定める期間の範囲内の期間を定め、その者を入院させることが
できる。（※略）
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民法

第百四十条

日、週、月又は年によって期間を定めたときは、期間の初日は、算入しない。ただし、その期間が午前零時から始まるときは、この限り
でない。

（期間の満了）

第百四十一条

前条の場合には、期間は、その末日の終了をもって満了する。

（暦による期間の計算）

第百四十三条 週、月又は年によって期間を定めたときは、その期間は、暦に従って計算する。

２ 週、月又は年の初めから期間を起算しないときは、その期間は、最後の週、月又は年においてその起算日に応当する日の前日に
満了する。ただし、月又は年によって期間を定めた場合において、最後の月に応当する日がないときは、その月の末日に満了する。
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同意又は不同意の意思表示を行わない場合

１．今回新たに、家族等の全員が同意又は不同意の意思表示を行わない場合にも市町村長同意を適用す

ることとした趣旨は、家族等であっても、本人と疎遠である等の理由で、当該家族等において本人

の利益を勘案できず、同意又は不同意の判断が難しい場合や、同意又は不同意の意思表示すること

により本人とその家族等の関係が悪化することを懸念し関わりを拒否する場合等があることを考慮

するものである。

２．家族等が同意又は不同意の意思表示を行わなかったことにより、市町村長同意により入院した場合

であって、入院後、当該家族等が、当該入院について同意又は不同意の意思表示を行った場合、当

該入院について、入院手続の補正等を行う必要はない。

３．家族等が同意又は不同意の意思表示を行わなかったことにより、市町村長同意により入院した患者

の入院期間を更新するため、家族等の同意を求めるときは、入院手続において家族等が同意又は不

同意の意思表示を行わなかったことを理由に家族等から除くことはできないため、当該家族等に対

し、入院期間の更新の同意又は不同意の意思の確認をする必要がある。

厚生労働省 障精発1127第6号「医療保護入院における家族等の同意に関する運用について」から抜粋
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法第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

第６項

（新設）精神科病院の管理者は、医療保護入院者であつて、厚生労働省令で定めるところによりその家
族等のいずれかの者（※市町村長含む）の同意があるときは、本人の同意がなくても、六月以内で厚生労働省
令で定める期間の範囲内の期間を定め、これらの規定による入院期間（この項の規定により入院の期間が更新されたと

きは、その更新後の入院の期間）を更新することができる。

一 指定医による診察の結果、なお第一項第一号に掲げる者（指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、医療

及び保護のため入院の必要がある者であつて当該精神障害のために任意入院が行われる状態にないと判定されたもの）に該当すること。
※該当しない場合は、任意入院により入院を行う又は退院させる必要がある。

二 厚生労働省令で定める者により構成される委員会において当該医療保護入院者の退院による地域に

おける生活への移行を促進するための措置について審議が行われたこと
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医療保護入院の期間を更新するために満たすべき３つの要件

１．指定医診察の結果、医療保護入院が必要であり、任意入院が行われる状態にないと判定されること

２．退院支援委員会において当該医療保護入院者の退院措置について審議されること

※令和６年４月１日以降の入院者については、１，２の手続きどちらから行っても差し支えない

※但し、後述する“施行日時点入院者の継続入院の手続き”においては、先ず指定医診察を行ったうえで医療保護入院の必要性が判定された後に退院

支援員会で審議する手順となる。

３．家族等に必要な事項を通知したうえで、家族等の同意があること

（家族等がない場合等は、市町村長同意）
※市町村長同意の場合、法第33条第8項に基づく通知は必要ない
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更新に伴う医療保護入院者退院支援委員会

１．委員会は、医療保護入院により定めた入院期間（2回目以降の更新については、更新された入院期

間）が経過する前に当該医療保護入院者の入院を継続する必要があるかどうかの審議の結果、当該

審議に係る医療保護入院者 の入院を継続する必要があると認めるときは、更新後の入院期間及び退

院に向けた取組の方針を定めなければならない。

２．委員会に参加する主治医について、当該主治医が指定医でない場合、当該医療保護入院者が入院し

ている精神科病院に勤務する指定医の参加が不要となるよう改められた。

３．委員会は、医療保護入院者の入院期間満了日の１月前から開催することができる。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）を一部加工
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（答）

・入院期間の更新に当たっての指定医による診察及び医療保護入院者退院支援委員会での審議ついて、
出来る限り、入院期間満了日に近い日の病状を踏まえ て行うことが望ましいことから、

入院期間満了日の１か月以内に行うようにし てください。

改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

33出典：厚生労働省HP



昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の十一 精神科病院の管理者は、法第三十三条第一項又は第二項の規定により定めた入院期間（二回目以降の更新

については、更新された入院期間）が経過する前に、当該医療保護入院者の入院を継続する必要があるかどうかの審議を行うた

め、医療保護入院者退院支援委員会（法第三十三条第六項第二号に規定する委員会をいう。以下「委員会」とい

う。）を開催しなければならない。

２ 委員会は、前項の規定による審議の結果、当該審議に係る医療保護入院者の入院を継続する必要が

あると認めるときは、更新後の入院期間及び退院に向けた取組の方針を定めなければならない。

３ 精神科病院の管理者は、第一項の規定による審議の結果を当該審議に係る医療保護入院者及び次条

第三項各号に掲げる者（同項の規定による通知を受けた者に限る。）に通知しなければならない。
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第十五条の十二 委員会は、次に掲げる者をもつて構成する。

一 委員会の審議に係る医療保護入院者の主治医

二 当該医療保護入院者が入院している精神科病院に勤務する看護師又は准看護師

三 当該医療保護入院者について法第三十三条の四において読み替えて準用する第二十九条の六の規定により選任

された退院後生活環境相談員

四 前三号に掲げる者以外の当該精神科病院の職員で、当該精神科病院の管理者から出席を求められたもの

２ 精神科病院の管理者は、委員会の審議に係る医療保護入院者が委員会の構成員となることを希望するときは、

委員会に、当該医療保護入院者を構成員として加えるものとする。この場合において、当該医療保護入院者は、

委員会に出席し、又は書面により意見を述べることができる。

３ 精神科病院の管理者は、委員会の審議に係る医療保護入院者が次の各号に掲げる者を委員会の構成員とするこ

とを希望するときは、あらかじめ、その旨をこれらの者に対し書面により通知するものとし、当該通知を受けた

者が委員会の構成員となることを希望するときは、委員会に、当該希望する者を構成員として加えるものとす

る。この場合において、当該希望する者は、委員会に出席し、又は書面により意見を述べることができる。

一 委員会の審議に係る医療保護入院者の家族等

二 地域援助事業者その他の当該医療保護入院者の退院後の生活環境に関わる者

昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則
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〇委員会には主治医、看護職員、退院後生活環境相談員、それ以外に病院の管理者が出席を求める病院
職員の参加が必須である。

〇医療保護入院者本人の退院後の生活環境について調整することが委員会の趣旨であることに鑑み、本
人には開催日時及びその趣旨について事前に丁寧に説明し、委員会の出席希望について本人の意向を
よく聞き取ること。
また、参加希望の有無にかかわらず審議の結果は通知すること。

〇当該医療保護入院者の家族等、地域援助事業者その他の当該医療保護入院者の退院後の生活環境に関
わる者は、医療保護入院者本人が出席を求め、かつ、当該出席を求められた者が出席要請に応じると
きに限り出席するものとする。
また、出席に際しては、本人の了解が得られる場合には、オンライン会議等、情報通信機器の使用に
よる出席も可能とすること。

〇なお、入院期間の更新の手続において、医療保護入院者が引き続き入院が必要であって任意入院が行
われる状態にないかを判定する観点から、別途、指定医の診察が必要であることに鑑みて、主治医に
ついては、本人の病状及び退院促進措置等の現状に最も詳しい主治医が参加することを求めるもので
あり、必ずしも指定医である必要はないものとする。
ただし、その場合には、委員会開催前に審議事項について指定医とよく相談すること。

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋及び加工 36



〇また、退院後生活環境相談員が看護職にも該当する場合は、その双方を兼ねることも可能であるが、
その場合には、病院職員であって本人に関わるものを出席させることが望ましいこと。

〇退院後の生活環境に関わる者として、地域援助事業者以外には、入院前に本人が通院していた又は退
院後に本人が診療を受けることを予定する医療機関等も想定される。

〇開催に当たっては、十分な日時の余裕を持って審議対象となる医療保護入院者に別添様式１（医療保
護入院者退院支援委員会開催のお知らせ）の例により通知すること。

当該通知に基づき家族等及び地域援助事業者その他の当該医療保護入院者の退院後の生活環境に関わ
る者に対する出席要請の希望があった場合には、当該希望があった者に対し、以下の内容を通知
すること。

・ 委員会の開催日時及び開催場所
・ 医療保護入院者本人から出席要請の希望があったこと
・ 出席が可能であれば委員会に出席されたいこと
・ 文書による意見提出も可能であること

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋及び加工
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38出典：厚生労働省HP



第十五条の十三 精神科病院の管理者は、委員会の開催日その他委員会における審議の過程を文書により記録し、

これを当該開催日から五年間保存しなければならない。

２ 委員会の審議に係る医療保護入院者の主治医は、委員会が開催されたときは、遅滞なく、当該委員会の開催日

を診療録に記載しなければならない。

昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則
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【審議内容】
委員会においては、以下の２点その他必要な事項を審議すること。

① 医療保護入院者の入院期間の更新の必要性の有無及びその理由
② 入院期間の更新が必要な場合、更新後の入院期間及び当該期間における退院に向けた具体的な取組

【審議結果】
（１）委員会における審議の結果については、別添様式２「医療保護入院者退院支援委員会審議記録」により作成す

ること。
なお、当該審議記録は本人及び委員会出席者に通知することから、病院の業務従事者以外にもわかりやすい

記載となるように配慮をすること。

（２）病院の管理者（大学病院等においては、精神科診療部門の責任者）は、委員会の審議状況を確認し、審議記録に署名すること。
また、審議状況に不十分な点がみられる場合には、適切な指導を行うこと。

（３）審議終了後できる限り速やかに、審議の結果を本人並びに委員会に出席した家族等及び地域援助事業者その
他の当該医療保護入院者の退院後の生活環境に関わる者に対して審議記録の写しにより通知すること。

（４）委員会における審議の結果、入院の必要性が認められない場合には、速やかに退院に向けた手続をとること。

（５）入院期間の更新の際には、当該更新に係る委員会の審議記録を更新届に添付し、提出すること

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋及び加工
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第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

第８項

（新設）精神科病院の管理者は、厚生労働省令で定めるところにより、医療保護入院者の家族等に第六項の規定（※

医療保護入院者の更新）によるその同意に関し必要な事項を通知しなければならない。

この場合において、厚生労働省令で定める日までにその家族等のいずれの者からも同項の規定による入院の期間の
更新について不同意の意思表示を受けなかつたときは、同項の規定による家族等の同意を得たものとみなすことが
できる。ただし、当該同意の趣旨に照らし適当でない場合として厚生労働省令で定める場合においては、この限り
ではない。

＊前段は、医療保護入院の更新に係る家族等への同意に関する通知

＊後段は、“みなし同意”に関すること
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第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

第８項

（新設）精神科病院の管理者は、厚生労働省令で定めるところにより、医療保護入院者の家族等に第六
項の規定（※医療保護入院者の更新）によるその同意に関し必要な事項を通知しなければならない。

この場合において、厚生労働省令で定める日までにその家族等のいずれの者からも同項の規定による入
院の期間の更新について不同意の意思表示を受けなかつたときは、同項の規定による家族等の同意を得
たものとみなすことができる。ただし、当該同意の趣旨に照らし適当でない場合として厚生労働省令で
定める場合においては、この限りではない。

＊前段は、医療保護入院の更新に係る家族等への同意に関する通知

＊後段は、“みなし同意”に関すること

42



更新の同意を求める家族等について

精神科病院の管理者は、家族等に対し、更新の同意を求めるときは、当該入院に係る法第 33 条第１項

の規定による同意をした家族等（２回目以降の更新の同意にあっては、当該更新の同意の直前の更新の同意をした家族

等）に対し行う。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 43



昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の十 精神科病院の管理者は、法第三十三条第六項の規定による入院の期間の更新（以下「更新」という。）の同意を求めると
きは、当該入院に係る同条第一項の規定による同意をした家族等（二回目以降の更新の同意にあつては、当該更新の同意の直前の更

新の同意をした家族等）に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。

一 当該更新に係る医療保護入院者が、法第三十三条第六項第一号に該当する旨及びその理由

二 当該更新に係る医療保護入院者について、法第三十三条第六項第二号の規定による審議が行われたこと

三 更新後の入院期間

四 第十五条の十四に定める日までに当該通知に係る家族等から不同意の意思表示を受けなかつたときに法第三十三条第八項の規
定により家族等の同意を得たものとみなすこととする場合は、その旨及び第十五条の十四に定める日の日付
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※みなし同意が可能な場合

45出典：厚生労働省HP



46出典：厚生労働省HP



※みなし同意が不可な場合

47出典：厚生労働省HP



48出典：厚生労働省HP



当該家族等以外の家族等に更新の同意を求める場合

精神科病院の管理者は、家族等に対し、更新の同意を求めるときは、当該入院に係る法第 33 条第１項

の規定による同意をした家族等（２回目以降の更新の同意にあっては、当該更新の同意の直前の更新の同意をし

た家族等）に対し行う。

但し、当該家族等が以下のいずれかに該当する場合は、当該家族等以外の家族等に対し、更新の同意を

求めることができる。

＊家族等に該当しなくなったとき

＊死亡したとき

＊その意思を表示することができないとき

＊更新の同意又は不同意の意思表示を行わないとき

＊第33条第8項（前段の通知）による更新の同意の求めに対し、不同意の意思表示を行ったとき

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工
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昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の十

２ 精神科病院の管理者は、前項の規定にかかわらず、同項の家族等が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該家族等以外の
家族等に対し、更新の同意を求めることができる。この場合において、当該管理者は当該家族等以外の家族等に対し、同項各
号（第四号を除く。）に掲げる事項を通知しなければならない。

一 家族等に該当しなくなつたとき。
二 死亡したとき。
三 その意思を表示することができないとき。
四 更新の同意又は不同意の意思表示を行わないとき。
五 前項の規定による更新の同意の求めに対し、不同意の意思表示を行つたとき。

３ 前二項の通知は、やむを得ない場合を除き、当該通知に係る医療保護入院者の入院期間満了日の一月前から二週間前までの間
に行うものとする。
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当該家族等宛、若しくは当該家族等以外の家族等宛の通知について

法第33条第8項に基づく通知は、やむをえない場合を除き、当該通知に係る医療保護入院者の入院期間

満了日の１月前から２週間前までの間に行うものとする。

やむを得ない場合とは、例えば、当該家族等への通知をした後、当該家族等が
＊家族等に該当しなくなったとき

＊死亡したとき

＊その意思を表示することができないとき

＊更新の同意又は不同意の意思表示を行わないとき

＊第33条第8項（前段）による更新の同意の求めに対し、不同意の意思表示を行ったとき

に該当することが判明し、当該家族等以外の家族等に対し、通知した場合や、退院予定であった医療保

護入院者で入院期間満了日の直前に病状が悪化したことに伴い、更新が必要となった場合等を指す。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 51



Q：同意若しくは不同意の意思表示を行わない場合とは、法第33条第8項の通知を家族等に送付して、2週間以
内に回答を求める通知に限らず、当該通知の前に「同意若しくは不同意の意思表示を行わない旨の意思表示
をしていること」を含むのか

A：含まれます。法第33条第8項の通知を発する前に、精神科病院が家族等の全員が同意又は不同意の
意思表示を行わない旨の意思表示をしていることを把握している場合は、市町村長同意の依頼をす
ることができます。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

第８項

（新設）精神科病院の管理者は、厚生労働省令で定めるところにより、医療保護入院者の家族等に第六
項の規定（※医療保護入院者の更新）によるその同意に関し必要な事項を通知しなければならない。

この場合において、厚生労働省令で定める日までにその家族等のいずれの者からも同項の規定による入
院の期間の更新について不同意の意思表示を受けなかつたときは、同項の規定による家族等の同意を得
たものとみなすことができる。ただし、当該同意の趣旨に照らし適当でない場合として厚生労働省令で
定める場合においては、この限りではない。

＊前段は、医療保護入院の更新に係る家族等への同意に関する通知

＊後段は、“みなし同意”に関すること
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昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の十四

法第三十三条第八項の厚生労働省令で定める日は、医療保護入院者の入院期間満了日前であつて、
第十五条の十第一項の通知を発した日から二週間を経過した日とする。

54



“みなし同意”について

精神科病院の管理者から当該入院に係る法第 33 条第１項の規定による同意をした家族等（２回目以降の

更新の同意にあっては、当該更新の同意の直前の更新の同意をした家族等）に対し、33条第8項に基づく通知を

発し、２週間が経過するまでに、更新についての不同意の意思表示を受けなかったときは、家族等の同

意を得たものとみなすことができる。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工
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“みなし同意”が趣旨に照らし適当でないと厚生労働省令で定める場合について

＊精神科病院の管理者と当該通知に係る家族等との連絡が定期的に行われていないとき。

定期的とは、法第33条第1項の規定により定める入院期間中（入院期間が更新された場合は、更新後の入院期間中）に

２回以上、精神科病院のいずれかの職員と家族等とが、対面や電話等で連絡を取れている状態等を指す。

＊病院管理者が当該家族等宛の通知を発した時から更新するまでの間に、当該家族等が
・家族等に該当しなくなったとき

・死亡したとき

・その意思を表示することができないとき

・更新の同意又は不同意の意思表示を行わないとき

のいずれかに該当することを把握したとき。

＊当該家族等以外の家族等宛の通知がされたとき。

＊当該家族等宛の通知を発した日から2週間を経過した日が当該医療保護入院者の入院期間満了日を経

過するとき。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工
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昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の十五 法第三十三条第八項の厚生労働省令で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。

一 精神科病院の管理者と第十五条の十第一項の通知に係る家族等との連絡が定期的に行われていない
とき。

二 精神科病院の管理者が、第十五条の十第一項の通知を発したときから更新するまでの間に、当該通
知に係る家族等が同条第二項第一号から第四号までのいずれかに該当することを把握したとき。

三 第十五条の十第二項の規定による通知がされたとき。

四 第十五条の十第一項の通知を発した日から二週間が経過した日が当該医療保護入院者の入院期間満
了日を経過するとき。
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Q：家族等との定期的な連絡の手段について、「対面や電話等」とあるが、例えば家族等が高齢で来所・電話で
のやり取りが困難であるため、病院側からは文書のみで家族等に必要な情報提供を行っている場合もこれに
含まれるか。

A：病院側からの一方向性のお知らせは、家族等との定期的な連絡に含まれません。

Q：みなし同意が適当でない場合として、精神科病院の職員と家族等が対面や電話で連絡を取れている状態
が例示されているが、メールや封書等の書面でのやり取りについては、連絡が取れている場合に含まれるか。

A:メールや封書等の書面で家族等と双方向性のやり取りがある場合は、定期的な連絡が取れているも
のに該当するものと考えますが、病院側からの一方向性のお知らせは家族等との定期的な連絡に含ま
れないことに留意してください。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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Q：病院職員が来院した家族等と必ずしも直接やりとりをしなくてもかまわないと考えてよいか。
例えば、
・家族等が患者と面会はするが、病院職員とやりとりをしない場合。
・家族等が来院し、洗濯物の受け渡しや、受付での医療費の支払いは行うが、患者や病院職員（医師、
看護師、退院後生活環境相談員等の直接支援を行う者）等とやりとりをしない場合。

A：「患者の家族などが来院されていて、病院側が家族等に対し必要な情報提供を行うことができる機
会が確保されている」と判断できるのであれば、対象となります。
個別事案については、適切にご判断いただきますようお願いします。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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Q：更新後の入院期間について、直近の入院期間満了日から6月または3月更新されると解釈してよろしいか。
例えば、令和6年4月5日に入院し、令和6年7月1日に家族等の同意を得た場合、更新後の入院期間は
令和6年7月6日から令和6年10月5日までとなるのか。
それとも、家族等の同意を得た令和6年7月1日から令和6年10月1日までとなるのか。

A：更新後の入院期間については、直近の入院期間の満了日から6月以内または3月以内で必要な期間を
定めることになります。
例示いただいたケースでは、更新後の入院期間は、最長で令和6年10月5日までとなります。

Q：更新する場合、入院満了日の1か月前から2週間前までに更新の同意を求めることとされているが、電話で
意向確認ができ、同意を得た場合は、同意日は入院期間満了日とするのか、それとも実際に同意が得られた
日付とするのか。

A：実際に得られた日付としてください。
なお、同意が得られた日付けにかかわらず、入院期間の更新は、当該入院期間満了日後にされるも
のであることに留意ください。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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Q：みなし同意について、以下のような場合、どのように対応すればよいか。
1月1日 更新の同意に関する意向確認をメールで当該家族等に投げかける（翌日、書面を発送して通知）
1月15日 当該家族等からの返信なし→みなし同意が成立
1月18日 （医療保護入院満了日）

午前 更新届を提出、更新手続き完了
夕方 当該家族等から「医療保護入院に同意しない」と申し出を受ける

A：法律上は、厚生労働省令で定める日までに家族等のいずれの者からも不同意の意思表示を受けな
かったときは、家族等の同意をえたものとみなすことができますが、当該日以後、家族等から不同
意の意思表示があり、当該家族等の意向を踏まえ退院させること等を妨げるものではありません。
なお、更新届は、医療保護入院の入院期間満了日の翌日を起算日として、10日以内に届出るもので
あることに留意してください。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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施行日時点入院者に係る経過措置について

【精神保健福祉法附則第十二条（医療保護入院者に関する経過措置）】

この法律の施行の際現に第八条の規定（附則第一条第四号に掲げる改正規定を除く。以下この項において同じ。）による改正前の精神保

健福祉法第三十三条第一項又は第二項の規定により精神科病院に入院している者については、当該精神科病院の管

理者は、施行日から一年を経過する日の前日までの間に、厚生労働省令で定めるところにより、その者がなお第八

条の規定による改正後の精神保健福祉法（以下「新精神保健福祉法」という。）第三十三条第一項第一号に掲げる者に該当する

かどうかについて精神保健指定医に診察させなければならない。

２ 前項の規定による精神保健指定医による診察の結果、なお新精神保健福祉法第三十三条第一項第一号に掲げる

者に該当するとされた者については、精神科病院の管理者は、同条第六項（第一号を除く。）から第九項までの規定の例

により、その者を引き続き入院させることができる。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工
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施行日時点入院者に係る経過措置について

【退院支援委員会について】

令和６年４月以降、４月から９月までの間は、従前による以下の手続きにより引き続き入院させることができる。

・推定される入院期間が４月から９月までの間に経過する場合、従前のとおり退院支援委員会を開催すること。

・上記審議の結果、医療保護入院の継続入院が必要だと認める時、委員会開催日から退院までに必要と認められる

入院期間及び退院に向けた取組みの方針を定めなければならない。

・但し、上記審議により定めた入院期間が令和６年１０月以降となる場合は、当該期間に関わらず、法第３３条第

６項、第８項に基づく手続きを実施すること。

【医療保護入院の定期病状報告について】

・令和６年４月以降、施行時点入院者について、行う必要はない。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工
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（答）

・ 施行日時点入院者については、施行日から６か月は精神科病院の準備期間と しており、この間については、法第 33 条
による更新手続によらず、従前の手続 により、引き続き入院させることとして差し支えありません。

・ そのため、現行の精神保健福祉法施行規則第 15 条の６の規定に基づき、推定される入院期間等が経過するごとに、入
院を継続する必要があるかどうかの審議を行うため、医療保護入院者退院支援委員会を開催していただく必要があり ます。

・ なお、施行日時点入院者については、定期病状報告を行う必要はありません。

ただし、令和６年 10 月以降、法第 33 条の規定の例により引き続き入院させることとした場合は、同条第９項の規定の例に
より、10日以内に、更新届（入院継続届）を都道府県知事等に提出する必要があります。

改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

64出典：厚生労働省HP



施行日時点入院者に係る経過措置について

【令和６年１０月以降の取扱い】

・省令で定められる下記表に掲げる施行日時点入院者が医療保護入院した日の属する月に応じ、掲げられた期限

まで（病院が入院日を把握していない場合にあっては、令和６年１０月３１日まで）に法第３３条第６項から第９項

までの規定による手続きを実施するための十分な時間を確保して、精神保健指定医に診察させなけれ

ばならない。

・指定医の診察の結果、第３３条第１項第１号に掲げる者に該当しない場合、任意入院により入院を行

うか、退院させる必要がある。

・その際、指定医は、遅延なく、当該指定医の氏名、法第３３条第１項第１号に掲げる者に該当するか

どうかの判定を行った時の症状及び任意入院が行われる状態にないと判定した理由を診療録に記載し

なければならない。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 65



施行日時点入院者に係る経過措置について

【継続入院に係る退院支援委員会の開催】

・委員会において当該医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進するための措置に

ついて審議が行われる必要がある。具体的には、精神科病院の管理者は、継続入院をさせることとする

前に、当該医療保護入院者の入院を継続する必要があるかどうかの審議を行うため、委員会

を開催しなければならない。

・委員会は医療保護入院における、先の表に定める期限の１月前から開催することができる。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工
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改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

67出典：厚生労働省HP



Q：施行日時点入院者について、表の定める期限「まで」に指定医診察等の手続きを行うこととされているが、これは表に
定める期限が実質的に「入院期間満了日（継続入院日）」と設定されているということであり、4月・10月の施行日時点入院
者の更新（継続入院）届を11月1日～11月10日に受理することと想定してよいか。
同様に5月・11月入院者の指定医診察・退院支援委員会は11月1日以降に行い、更新届は12月1日～12月10日に提出する
ものと想定してよいか。
そうであれば、4月・10月入院者について、病院の判断により、表の定める期限より早期に届出を提出することはできないと
考えてよいか。

（例：10月1日～10月20日の間に指定医診察・退院支援委員会・家族等同意の手続きを行った上で、10月20日を入院期間
満了日と設定し、10月21日～10月30日を更新（継続入院）届を提出する等）

A:病院の判断で、表に定める期限前を「継続入院日」とすることは可能です。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工） 68



施行日時点入院者に係る経過措置について

【家族等に対する継続入院の同意の求め】

・精神科病院の管理者は、家族等に対し、継続入院の同意を求めるときは、いずれかの家族等に対し、

以下の事項を通知しなければならない。

＊当該継続入院に係る医療保護入院者が、法第３３条第１項第１号に該当する旨及びその理由

＊当該継続入院に係る医療保護入院者について、退院支援委員会による審議が行われたこと

＊継続入院後の入院期間
（みなし同意の場合）

＊法第33条第8項の規定により家族等の同意を得たものとみなすこととする場合は、その旨と当該通知

を発した日から２週間を経過した日の日付（みなし同意が得られるとする日付）

※様式は、先に例示した様式１２－１、それ以外の場合は様式１２－２で差し支えない。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 69



改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

70出典：厚生労働省HP



“みなし同意”が趣旨に照らし適当でない場合

＊精神科病院の管理者と当該通知に係る家族等との連絡が定期的に行われていないとき。

定期的とは、令和６年４月１日から当該通知がされるまでの間に２回以上、精神科病院のいずれかの

職員と家族等とが、対面や電話等で連絡を取れている状態等を指す。

＊病院管理者が当該通知を発した時から継続入院させるまでの間に、当該通知に係る家族等が
・家族等に該当しなくなったとき

・死亡したとき

・その意思を表示することができないとき

・継続入院の同意又は不同意の意思表示を行わないとき

のいずれかに該当することを把握したとき。

＊当該入院に係る法第３３条第１項の規定による同意をした家族等以外の家族等に対し、当該通知がさ

れたとき。

＊当該家族等宛の通知を発した日から2週間を経過した日が当該医療保護入院者の期限を経過するとき。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 71



施行日時点入院者に係る経過措置について

【家族等に対する継続入院の同意の求め】

・精神科病院の管理者は、家族等に対し、継続入院の同意を求めるときは、いずれかの家族等に対し、

以下の事項を通知しなければならない。

＊当該継続入院に係る医療保護入院者が、法第３３条第１項第１号に該当する旨及びその理由

＊当該継続入院に係る医療保護入院者について、退院支援委員会による審議が行われたこと

＊継続入院後の入院期間
（みなし同意の場合）

＊法第33条第8項の規定により家族等の同意を得たものとみなすこととする場合は、その旨と当該通知

を発した日から２週間を経過した日の日付（みなし同意が得られるとする日付）

※様式は、先に例示した様式１２－１、それ以外の場合は様式１２－２で差し支えない。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 72



（答）

・医療機関においては、十分な期間をもって手続していただけるよう入院期間満了日の１か月前から、入院期間の更
新手続を行うことができるよう省令に定めています。

・そのため、入院期間満了日の１か月前から、指定医による診察及び退院支援委員会による審議が可能であり、

診察の結果、本人の同意に基づく入院が可能な場合は、任意入院に切り替え、

任意入院が行われる状態になく、引き続き、医療保護入院が必要と判断された場合は、家族等の同意（又は市

町村長の同意）を得て、入院期間を更新し、退院可能と判断された場合は、速やかに退院手続を進めていただく

のいずれかの対応をしていただくことになります。

・退院可能と判断された後、退院先の受入準備等の事情により、引き続き医療保護入院している患者が、入院期間満

了日の直前に病状が悪化した場合等であっても、入院期間満了日までに入院期間を更新することができない場合 は、
退院させる必要があります。

・ なお、指定医による診察の結果、入院期間満了日以後、医療保護入院が必要と判断される場合は、法第 33 条の
規定に基づく入院手続が必要です。

改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

73出典：厚生労働省HP



第三十三条（医療保護入院）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

第９項

精神科病院の管理者は医療保護入院を採つたとき、又は第六項の規定による入院の期間の更新をした（※

医療保護入院者の更新）ときは、十日以内にその者の症状その他厚生労働省令で定める事項を当該入院又は当
該入院の期間の更新について同意をした者の同意書を添え（前項の規定により家族等の同意を得たものとみなした場合にあ

つては、その旨を示し）、最寄りの保健所長を経て当道府県知事に届け出なければならない。

令和６年４月１日以降に医療保護入院した方の更新届は、入院期間満了日の翌日を起算日とした１０日
以内に届出る必要がある。

施行日時点入院者については、精神科病院において継続入院させることとした日の翌日を起算日として
継続入院に係る届は１０日以内に届出る必要がある

74



少なくとも令和６年４月以降の治療内容とその
結果について記載すること

75出典：厚生労働省HP一部加工



第三十三条の三
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

精神科病院の管理者は、第三十三条第一項、第二項若しくは第三項後段の規定による入院措置を採る
場合又は同条第六項の規定による入院の期間の更新をする場合においては、当該精神障害者及びその家
族等であつて同条第一項又は第六項の規定による同意をしたものに対し、当該入院措置を採る旨又は当
該入院期間の更新をする旨及びその理由、第三十八条の四の規定による退院等の請求に関することその
他厚生労働省令で定める事項を書面で知らせなければならない。ただし、当該精神障害者については、
当該入院措置を採った日又は当該入院期間の更新をした日から四週間を経過する日までの間であつて、
その症状に照らし、その者の医療及び保護を図る上で支障があると認められる間においては、この限り
ではない。
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改正精神保健福祉法の施行に伴うＱ＆Ａについて

77出典：厚生労働省HP



法第二十九条の六
（措置入院の退院による地域における生活への移行を促進するための措置）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）措置入院者を入院させている（※略）病院の管理者は、精神保健福祉士その他厚生労働省令で定める資格
を有する者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、退院後生活環境相談員を選任し、措置入院者及びそ
の家族等からの相談に応じさせ、及びこれらの者に対する必要な情報の提供、助言その他の援助を行わせなければ
ならない。

＊措置入院者についても、退院後生活環境相談員を選任することを義務化

＊退院後生活環境相談員に公認心理士が追加された。

78



昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の二 法第二十九条の六（法第三十三条の四において準用する場合を含む。）の厚生労働省令で定める資格を有する者は、
次の各号のいずれかに該当するものとする。

一 次のイからヘまでに掲げる者であつて、精神障害者に関する当該イからヘまでに定める

業務に従事した経験を有するもの

イ 保健師 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第二条に規定する業務

ロ 看護師 保健師助産師看護師法第五条に規定する業務

ハ 准看護師 保健師助産師看護師法第六条に規定する業務

ニ 作業療法士 理学療法士及び作業療法士法（昭和四十年法律第百三十七号）第二条第四項に規定する業務

ホ 社会福祉士 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律第三十号）第二条第一項に規定する業務

ヘ 公認心理師 公認心理師法（平成二十七年法律第六十八号）第二条に規定する業務

二 前号に掲げる者以外の者で、三年以上、精神障害者及びその家族等からの精神障害者の

退院後の生活環境に関する相談及びこれらの者に対する指導についての実務に従事した

経験を有し、かつ、厚生労働大臣が定める研修を修了したもの
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法第二十九条の七
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）措置入院者を入院させている（※略）病院の管理者は、措置入院者又はその家族等から求めがあつた場合
その他措置入院者の退院による地域における生活への移行を促進するために必要があると認められる場合には、こ
れらの者に対して、（※略）地域援助事業者を紹介しなければならない。

＊地域援助事業者の紹介を義務化（法第33条の４において準用する場合を含む）。

＊この地域援助事業者に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」第5条第1項
に規定する障害福祉サービスに係る事業を行う者を追加した。
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昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の四

措置入院者（法第二十九条の四第一項に規定する措置入院者をいう。以下同じ。）及び医療保護入院者（法第三十三条第六項に規定する医療保護入院者をいう。

以下同じ。）を入院させている精神科病院の管理者は、法第二十九条の七（法第三十三条の四において準用する場合を含む。）に規定する
地域援助事業者（第十五条の十二第三項第二号において「地域援助事業者」という。）を紹介するに当たつては、当該地域援助事業者の連絡
先を記載した書面を交付する方法その他の適切な方法により行うものとする。
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昭和二十五年厚生省令第三十一号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則

第十五条の五 法第二十九条の七（法第三十三条の四において準用する場合を含む。）の厚生労働省令で定める者は、次の各号に掲げるものとする。

一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）第五条第一項に規定する障害福祉サービス

（第二十二条の二において「障害福祉サービス」という。）に係る事業を行う者

二 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条第十一項に規定する特定施設入居者生活介護を行う者

三 介護保険法第八条第十九項に規定する小規模多機能型居宅介護を行う者（介護支援専門員（同法第七条第五項に規定する介護支援専門員をいう。以下同じ。）を有するものに限る。）

四 介護保険法第八条第二十項に規定する認知症対応型共同生活介護を行う者（介護支援専門員を有するものに限る。）

五 介護保険法第八条第二十一項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護を行う者

六 介護保険法第八条第二十二項に規定する地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う者

七 介護保険法第八条第二十三項に規定する複合型サービスを行う者

八 介護保険法第八条第二十七項に規定する介護福祉施設サービスを行う者

九 介護保険法第八条第二十八項に規定する介護保健施設サービスを行う者

十 介護保険法第八条第二十九項に規定する介護医療院サービスを行う者

十一 介護保険法第八条の二第九項に規定する介護予防特定施設入居者生活介護を行う者

十二 介護保険法第八条の二第十四項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護を行う者

十三 介護保険法第八条の二第十五項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護を行う者（介護支援専門員を有するものに限る。）

十四 介護保険法第八条の二第十六項に規定する介護予防支援事業を行う者（介護支援専門員を有するものに限る。）

十五 健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十六
条の規定による改正前の介護保険法第八条第二十六項に規定する介護療養施設サービスを行う者
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退院後生活環境相談員の責務・役割

〇退院後生活環境相談員の配置の目安としては、退院後生活環境相談員１人につき、概ね５０人以下の

入院者を担当すること（常勤換算としての目安）とし、入院者１人につき１人の退院後生活環境相談員

を入院後７日以内に選任すること。兼務の場合等については、この目安を踏まえ、担当する入院者の人

数を決めること。また、選任された退院後生活環境相談員の一覧を作成すること。

〇令和６年４月 1 日から、新たに、措置入院者についても退院後生活環境相談員の選任が義務化される。

これに基づき、当該時点で既に入院している措置入院者についても退院後生活環境相談員を選任する必

要があり、可能な限り速やかに、退院後生活環境相談員として選任された旨を担当する措置入院者及び

その家族等に説明すること。

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋
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退院後生活環境相談員の業務内容

【入院時の業務】
新たに措置入院又は医療保護入院により入院した者に対して、入院後７日以内に退院後生活環境相談員
を選任し、選任された退院後生活環境相談員は速やかに当該入院者及びその家族等に対して以下につい
ての説明を行うこと。

・ 退院後生活環境相談員として選任されたこと及びその役割

・ 退院に向けて、入院者及びその家族等からの相談に応じること

・ 地域援助事業者の趣旨並びに本人及び家族等が希望する場合、病院は地域援助事業者を紹介すること

・ 退院等の請求、都道府県の虐待通報窓口等

・ 市町村長同意による医療保護入院者の場合、市町村の担当者との面会が速やかに行われるように、
入院者本人への説明および市町村担当者との連絡調整を行うこと

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋 84



退院後生活環境相談員の業務内容

【退院に向けた支援業務】

ア 退院後生活環境相談員は、入院者及びその家族等からの相談に応じるほか、退院に向けた意欲の喚起
や具体的な取組の工程の相談等を積極的に行い、本人の意向を尊重した退院促進に努めること。

イ 入院者及びその家族等と相談を行った場合には、当該相談内容について相談記録又は看護記録等に
記録をすること。

ウ 退院に向けた支援を行うに当たっては、主治医の指導を受けるとともに、その他当該入院者の治療に
関わる者との連携を図ること。

エ 日頃から、市町村との連絡調整を行うことにより、地域援助事業者を中心とする地域資源の情報を把
握し、当該情報を有効に活用できるよう努めること。
また、地域援助事業者に限らず、入院者の退院後の生活環境に関わる者等の紹介や、これらの者との
連絡調整について、入院早期から行い、退院後の環境調整に努めること。

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋 85



退院後生活環境相談員の業務内容

【医療保護入院者退院支援委員会に関する業務】

ア 委員会の開催に当たって、開催に向けた調整や運営の中心的役割を果たすこととし、充実した審議が
行われるよう努めること。

イ 医療保護入院者が家族等や地域援助事業者、市町村職員等の委員会への参加を希望した場合は、それ
らの者に対して積極的に出席を求める等の調整を図ること。

ウ 入院期間が更新される医療保護入院者について、委員会の審議の結果、退院後の地域生活への移行の
調整に課題があることが明らかとなった場合には、速やかに市町村又は地域援助事業者に連絡し、当
該入院者に係る障害福祉サービス等との連携について検討・調整を行うこと。
その際、入院又は入院期間の更新に同意した家族等とも適切に連携すること。

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋
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地域援助事業者の紹介

〇精神科病院の管理者には、入院者又はその家族等の求めに応じて地域援助事業者を紹介することが義
務付けられている。
実務においては、退院後生活環境相談員が、入院者又はその家族等に地域援助事業者を紹介すること
が想定されるが、そのためには、日頃から、市町村や地域援助事業者等と連携することが重要である。

〇入院者から地域援助事業者の紹介の希望がない場合においても、当該入院者が希望する地域生活につ
いて聴取するとともに、障害福祉サービス等の利用について、丁寧な説明を継続して行い、後に当該
入院者がその利用を希望した場合には、速やかに紹介等を行うことができるよう連絡調整に努めるこ
と。

〇地域援助事業者の紹介の方法については、書面の交付による紹介に加え、面会（オンラインによるも
のを含む。）による紹介やインターネット情報を活用しながらの紹介等により、入院者が地域援助事
業者と積極的に相談し、退院に向けて前向きに取り組むことができるよう工夫されたいこと。

〇どの地域援助事業者を紹介するかについては、必要に応じて入院者の退院先又はその候補となる市町
村への照会を行うこと。居住の場の確保や、退院後の生活環境に係る調整に当たっては、市町村等と
の協働により、地域相談支援の利用に努めること。また、精神保健福祉センター及び保健所等の知見
も活用すること。

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋
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地域援助事業者による相談援助

（１）地域援助事業者は、入院者が障害福祉サービス等を退院後円滑に利用できるよう、相談援助を行
うこと。

（２）入院者との相談に当たっては、退院後生活環境相談員との連絡調整等、連携を図ること。

（３）相談援助を行っている医療保護入院者に係る委員会への出席の要請があった場合には、できる限
り出席し、退院に向けた情報共有等に努めること。

厚生労働省 障精発1127第7号「措置入院及び医療保護入院者の退院促進に関する措置について」から一部抜粋
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法第三十八条の三 （入院措置時及び定期の入院の必要性に関する審査）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

都道府県知事は、第二十九条第一項の規定による入院措置を採つたとき、又は第三十三条第九項の規
定による届出若しくは前条第一項の規定による報告（措置入院者の定期病状報告）があつたときは、当該入院
措置又は届出若しくは報告に係る入院中のものの症状その他厚生労働省令で定める事項を精神医療審査
会に通知し、当該入院中の者についてその入院の必要があるかどうかに関し審査を求めなければならな
い。
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Q：措置入院に関する精神医療審査会の審査の結果、入院の必要性がないとされた場合、当該結果を受け
て、必要に応じて都道府県知事は措置の解除をするもの（措置の取消しではない）と解してよろしいか。

A:ご認識のとおりです。

Q：審査会で入院形態の変更が妥当となった場合、措置解除か、行政処分の取消しか。

A:措置解除を行ってください

Q：審査会が「措置入院の必要性がなかった」と判断した場合、都道府県知事は結果に基づいて直ちに入院を
解除しなければならないのか。
または、あらためて都道府県又は入院先の精神科病院の精神保健指定医当による診察を行う等の対応を
した上で判断しても差し支えないか。

A:精神医療審査会において措置入院が不適切と判断された場合には、直ちに入院を解除する
必要があります。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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市町村長に医療保護の更新（継続入院）の同意を求めるとき

法第33条第8項の手続きは適用されない。

厚生労働省 障精発1127第1号「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴う
厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令」の公布等について（通知）をから一部加工 91



市長同意の対象となる者
• 次のすべての要件を満たす者

（一 ） 精神保健指定医（以下「指定医」という。）の診察の結果、精神障 害者であって、入院の必要があると認められること。

（二 ） 措置入院の要件に該当しないこと（措置入院の要件 にあてはまる ときには、措置入 院とすること。）。

（三 ） 入院又は入院期間の更新について本人の同意が得られないこと（本人の 同意がある場合に は任意入院となる こと。）。

（四 ） 病 院 側の 調査 の 結果 、 以下 のい ず れか に 該当 する こ と。

ア 当該精神障害者の家族等がいずれもいない 。

イ 家族等の全員がその意思を表示することができない。

ウ 家族等の全員が同意又は不同意の意思表示を行わない 。

➡単に電話に出 ないなど連 絡が取れないだけでは不十分であり、同意又は不同意の意思表示を行わない旨を明示して い ることが必要な

ことに留意すること。

（注 ） 当該精神障害者について、家族等から虐待・ドメスティックバイオレンス（ 以下「DV」という。）等が行わ れ

ている又は疑われる場合 ,「家族等」に該当しない者として取り扱うこと

（注） 応急入院で入院した者については、72 時間を超えても家族等のうちいずれかの者が判明しない場合で、

引き続き入院が必要な場合には、市町村長の同意が必要であること。

（注） 家 族 等の うちいずれかの者がおり、その同意が得られないときで 、法第 29 条の規 定に基づく措置入院

を行うべき 病状にある場合は、法第 22 条の規定に基づく申請を行うこと。

92厚生労働省 市町村長同意事務処理要領をから一部加工



Q：市町村長同意による医療保護入院について、家族等の全員が同意又は不同意の意思表示を行わない場
合、病院の調査による情報をもとに同意を行うのか。それとも市町村として家族等の意思を直接確認する必要
があるのか

A：基本的には病院が把握した情報に基づき事務を実施していただくものと考えますが、当該情報が不
明瞭である等、疑義がある場合等については、適切に市町村長同意事務が行われるよう、必要に応
じ、市町村から家族等に対する確認をしていただく等の対応をお願いします。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から一部抜粋及び加工）
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同意を行う市町村長について

（一 ） 本人の居住地を所管する市町村長とすること。居住地とは、本人の生活の本拠が置 かれている場所とする
こと 。
生活の本拠が置かれている場所が明らかでない場合においては、住民票に記載されている住所とすること。

（二 ）入院の際に居住地が不明な者については、その者の現在地を所管する市町村長とすること。
現在地とは、保護を要する者が警察官等によって最初に保護された場所等をいうこと。

（三 ）市町村長が同意を行うに当たっては、あらかじめ、決裁権を市町村の職員に委任することができること。

94
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市町村長同意後の事務について

（入院中の面会等）
市町村担当者は、入院の同意後、速やかに本人に面会し、その状態を把握するとともに市町村長が同意者であるこ
と及び市町村担当者の連絡先、連絡方法を本人に伝えること。
なお、市町村長同意直後の面会後も、市町村長同意による入院が継続している間は、継続して面会等を行い、本人
の状態、動向の把握等に努めること。
また、退院後生活環境相談員と連携の上、医療保護入院者退院支援委員会に積極的に参加するほか、法第47条の規
定に基づき、必要な情報の提供、助言その他の援助を行い、本人の意思を尊重した上で、退院に向けた相談支援に
つなげること。
上記の業務を担当する者は、患者の退院に向けた調整をすることが期待されていることから、精神保健福祉に関す
る研修や精神保健福祉相談員講習会等を受講した者が望ましい 。
さらに、都道府県（指定都市を含む。以下同じ。）が法第35条の２の規定による入院者訪問支援事業を実施している場合
には、面会時にリーフレット等を用いて当該事業につい て紹介すること。
なお、本人が当該事業を利用する旨について都道府県への連絡を希望した際には、訪問が速やかに実施されるよう、
都道府県に確実にその旨を伝達すること。

（注 ）本人が遠隔地の病院に入院した場合には、市町村間で連絡を取ってその状態や動向等の把握に努めること。
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出典：厚生労働省HP
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第四十条の二 （虐待の防止等）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

精神科病院の管理者は、当該精神科病院において医療を受ける精神障害者に対する虐待の防止に関する
意識の向上のための措置、当該精神科病院において精神障害者の医療及び保護に係る業務に従事する者
（以下「業務従事者」）その他の関係者に対する精神障害者のための研修の実施及び普及啓発、当該精神科
病院において医療を受ける精神障害者に対する虐待に関する相談に係る体制の整備及びこれに対処する
ための措置その他の当該精神科病院において医療を受ける精神障害者に対する虐待を防止するため必要
な措置を講ずるものとする。

第二項

指定医は、その勤務する精神科病院の管理において、前項の規定による措置が円滑かつ確実に実施され
るように協力しなければならない。
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第四十条の三 （障害者虐待に係る通報等）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

精神科病院において業務従事者による障害者虐待（業務従事者が、当該精神科病院において医療を受ける精神障害者について行う

次の各号のいずれかに該当する行為をいう）を受けたと思われる精神障害者を発見した者は、速やかに、これを都道府
県に通報しなければならない。

第一号

（※略）障害者虐待防止法第二条第七項各号（第四号を除く）のいずれかに該当すること。

・障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること。

・障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。

・障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

・障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得ること。

第二号

精神障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該精神科病院において医療を受ける他の
精神障害者による障害者虐待防止法第二条第七項第一号から第三号までに掲げる行為と同様の行為の放置
その他の業務従事者としての業務を著しく怠ること。
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第四十条の三 （障害者虐待に係る通報等）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

第二項

業務従事者による障害者虐待を受けた精神障害者は、その旨を都道府県に届け出ることができる。

第三項

刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規定による通報（虚偽であるも

の及び過失によるものを除く。次項においても同じ）をすることを妨げるものと解釈してはならない。

第四項

業務従事者は、第一項の規定による通報をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けない
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第四十条の四 （秘密保持義務）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

都道府県が前条第一項の規定による通報又は同条第二項の規定による届出を受けた場合においては、当該
通報又は届出を受けた都道府県の職員は、その職務上知り得た事項であつて当該通報又は届出をした者を
特定させるものを漏らしてはならない。
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第四十条の五 （報告徴収等）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、（※略）通報若しくは（※略）届出に関
し、精神科病院の管理者に対し、報告を求め、若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命
じ、当該職員若しくはその指定する指定医に、精神科病院に、精神科病院に立ち入り、診療録その他の帳
簿書類（その作成又は保存に変えて電磁的記録の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む）を検査させ、
若しくは当該精神科病院に入院中の者その他の関係者に質問させ、又はその指定する指定に、精神科病院
に立ち入り、当該精神科病院に入院中の者を診察させることができる。

第二項

（※厚生労働大臣が指定医登録研修機関に対して必要な限度において検査等させることができる規定により）立入検査を行う職員は、そ
の身分を示す証票を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない、権限は犯罪
捜査のために認められたものと解釈してはならない、との規定を準用する。
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第四十条の六 （改善命令等）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

厚生労働大臣又は都道府県知事は、第四十条の二第一項の必要な措置が講じられていないと認めるとき、
（※略）虐待通報若しくは届出に係る精神科病院において業務従事者による障害者虐待が行われたと認め
るときは、当該精神科病院の管理者に対し、措置を講ずるべき事項及び期限を示して、改善計画の提出を
求め、若しくは提出された改善計画の変更を命じ、又は必要な措置を採ることを命ずることができる。

第二項

都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合において、その命令を受けた精神科病院の管理者がこ
れに従わなかったときは、その旨を公表することができる。

第三項

厚生労働大臣又は都道府県知事は、精神科病院の管理者が第一項の規定による命令に従わないときは、当
該精神科病院の管理者に対し、期間を定めて精神障害者の入院（任意入院、医療保護入院、応急入院）に係る医療の
提供の全部又は一部を制限することを命ずることができる。

第四項

都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならない。
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第四十条の七 （公表）
（※条文を解りやすいように言換部分あり）

（新設）

都道府県知事は、毎年度、業務従事者による障害者虐待の状況、業務従事者による障害者虐待
があつた場合に採つた措置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとする。

※虐待を行なつた業務従事者の職種とする。

（厚生労働省令第百四十四号 第二十二条の二の一）
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Q：虐待防止措置を行う対象として、診療所・クリニックも含まれるのか。

A：診療所・クリニックは含まれません。

Q：精神科病院に介護医療院や医療療養病床等が併設されている場合がある。これら精神科病床以外の病床
における患者虐待の通報や届出があった場合、精神保健福祉法が適用されないため、どの法令に基づいてど
の窓口や機関と連携すべきか。

A：精神保健福祉法が適用されない場合については、医療法や障害者虐待防止法等における取扱いに
沿ってご対応お願いします。

Q：精神保健福祉法に基づき虐待認定を行った案件について、市町村へ情報共有する義務があるか。

A：義務はありません。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から抜粋）
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Q：精神保健福祉法第40条の3の障害者虐待に係る通報等について、精神科病院への外来患者も対象に含ま
れるのか。
法第40条の3では「当該精神科病院において医療を受ける精神障害者」が対象とされているため、対象者は外
来を含むと解釈できるが、精神科病院における虐待防止対策に係る事務取扱要領では、「当該精神科病院に
おいて入院医療を受ける精神障害者」が対象とされている。
また、都道府県が行う公表について、外来患者に関するものも対象となるか。

A：事務取扱要領においては、虐待が懸念される対象として、主に精神科病院における入院患者を想定
しています。
一方、御指摘のとおり、法第40条の3の規定を踏まえ、精神科病院の外来患者に関する通報等が
あった場合は、都道府県が行う公表についても、当該通報等の件数を計上してください。

Q：通報に基づき、都道府県が中核市に所在する精神科病院に対して立入検査をする場合、中核市保健所の
同行を求めることとしてよいか。精神科病院に対する通常の立入検査は中核市保健所が実施しているため、
情報共有が必要である。

A：差し支えありません。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から抜粋）
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Q：緊急を要する場合には都道府県から警察へ通報してもよいか。併せて、警察と都道府県の虐待対応におけ
る区分けが具体的にあるか。

A：事件性が疑われる場合は、適宜、警察とも連携し、対応いただくようお願いします。

Q：医療観察法による入院（医療観察病棟への入院や、一般の精神科病棟における鑑定入院）に係る通報・届
出があった場合、精神保健福祉法に基づく対応ができないため、連携するべき窓口・機関をご教示ください。

A：「指定入院医療機関の業務従事者による医療観察法入院対象者への虐待を発見した場合の通報先に
ついて（周知）」（令和６年1月18日障精発0118第2号）において、医療観察法に基づく指定入院
医療機関において業務従事者による虐待を受けたと思われる入院対象者を発見した場合の通報先
については、管轄区域に応じた各厚生局の医療観察法担当部署が通報先となる旨通知しています。
なお、医療観察法に基づく鑑定入院中の精神障害者について、精神科病院において業務従事者に
よる障害者虐待が生じた場合は、精神保健福祉法の適用対象となります。

（出典：厚生労働省 令和５年12月19日全国説明会における質問事項及び回答から抜粋）
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入院者訪問支援事業の経緯・目的

医療保護入院や措置入院など、本人の同意に基づかない入院により治療を
行っている患者については、平成25年精神保健福祉法改正法の附帯決議(平成
25年５月30日参議院厚生労働委員会)において、その意思決定及び意思表明に
ついて代弁を含む実効性のある支援の在り方について早急に検討を行うこととさ
れており、これまでモデル事業や調査研究等を通じて、支援の在り方やその手法
について検討されてきたところである。
他方で、家族等がない場合の市町村長同意による医療保護入院者については、
医療機関外の者との面会がなく、本人の孤独感や自尊心低下が顕著となり、人権
擁護の観点から望ましくない。

このため、都道府県等を中心として、市町村長同意による医療保護入院者等を
対象に、精神科病院を訪問し、生活に関する相談等に応じて、患者の体験や気持
ちを丁寧に聴くとともに必要な情報提供を行う支援体制を構築する。
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ご清聴ありがとうございました
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